
１．はじめに

本稿は、公的機関としていち早く「不登校」名称を用いた法務省に着目し、「登校拒否」と

呼ばれていた子どもたちを同省がどのように捉え、不登校という新たな名称を用いるに至った

のかを明らかにし、１９８９年に刊行された法務省の「不登校児人権実態把握のためのアンケート

調査結果報告」�（以下、「１９８９年報告」と表記）が、子どもたちに対する捉え方の重要な分岐点

であったことを論じる。

「不登校」と呼ばれている現象は、わが国においては１９５０年代末頃に研究が始まり、当時は

主に「学校ぎらい」や「登校拒否」名称で呼ばれていたが、１９９０年前後ごろから急速に「不登

校」名称が使われるようになっていく�。この「不登校」という名称は、極めて曖昧な呼び名

である。鑪は、「不登校」名称は登校しないという状態を記述するだけであり、漠然とした包

括的な用語であると述べている�。文部科学省は、「何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは

社会的要因・背景により、登校しないあるいはしたくともできない状況にあるため年間３０日以

上欠席した者のうち、病気や経済的な理由による者を除いたもの」� と操作的に定義している。

森田は、「不登校とは、生徒本人ないしはこれを取り巻く人々が、欠席ならびに遅刻・早退な

どの行為に対して、妥当な理由に基づかない行為として動機を構成する現象である」� とし、登
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校していても学校へ行くのが嫌だという登校回避感情があれば不登校と定義している。こんに

ち「不登校」は、周知の用語になっているが、「不登校」に対するまなざしには違いがある。

それゆえ、それぞれが用いる「不登校」名称の意味を明らかにすることは重要であると考える。

加藤が、「不登校」の呼び名が公式に用いられ始めたのは法務省による報告がきっかけであ

る� と論じているように、法務省が公的機関としていち早く「不登校」名称を使用したことは、

広く知られている。加藤は、構築主義の立場から学校に登校しない子どもの呼び名の公的な変

遷について分析を行っているが、法務省が「不登校」名称を用いるに至った経緯やその意味づ

けについては明らかにしていない。

森田は、「拒否」という言葉には「反」学校的な響きがあり、学校教育が抱えている問題性

を強調するタイプの不登校は現象のごく一部に過ぎず、むしろ、休むことに抵抗感がなく反学

校価値を掲げるほどの積極性もないタイプの子どもたちに注目すべきだとし、「登校拒否」名

称は妥当ではないとしている�。森田はこの著書の中で、「単なる学校への適応という枠組みで

はなく、人権保障という枠組みで再検討する段階にきていることを法務省の問題意識の中に読

み取ることができる」� と述べているが、法務省はいじめや体罰等によって登校したくともでき

ない子どもがいることから「不登校」名称を用いたと解釈するに留まっており、どのような流

れのなかで不登校名称に切り替え、どのような意義があったのかについては論じていない。

この法務省の不登校名称への用語変更については、もう少しみておく必要がある。なぜなら

ば、法務省の「１９８９年報告」には、同じ調査結果をもとに見解の異なるもうひとつの報告書が

存在しており、さらに、法務省の調査結果と報告を書籍化したものが、特異な構成で刊行され

ているからである。つまり、法務省は、不登校児の実態調査を委託し、その分析結果が報告さ

れているにもかかわらず、法務省自らがこれとは見解の異なる報告書を提示し、法務省側の見

解を調査の分析結果とする流れのなかで、「登校拒否」ではなく「不登校」名称を用いると宣

言しているのである。２
　

 つの報告書の存在と「不登校」名称からどのようなことがみえてくる

のだろうか。

まず、法務省が不登校児の実態調査を実施するに至る背景について述べる。次に、「１９８９年

報告」と、調査の委託を受けた研究者の分析結果である「不登校児の実態について」� を比較検

討し、登校拒否と呼ばれている子どもに対する捉え方の違いを明らかにする。そして、調査票

に回答した子どもたちが、自由に自分の考えや意見を記述した「児童生徒の自由意見」に注目

し、それぞれの報告書の分析の違いを述べる。最後に、２
　

 つの報告書が出された後に、書籍と
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して公刊された『不登校児の実態について』� と、法務省人権擁護局人権擁護管理官付補佐官が

書いた「不登校児人権実態調査について」� の論文を分析し、見解の違う２つの報告書がそれぞ

れどのように位置づけられたのかを確認する。

以上により、「登校拒否」から「不登校」へと名称が変わった経緯と、法務省が「不登校」

名称にどのような意味付けを行ったのかを論じたい。

２．不登校児人権実態調査と「不登校」名称

�　法務省の実態調査実施の背景

法務省人権擁護局は、１９４８年に創設された当初より体罰やいじめ、虐待など「子供の人権」

の問題を取り扱っている行政機関である。法務省は、不登校児の実態調査を実施するに至った

理由として、次のような社会状況をあげている。第一は、調査実施年度における不登校児の数

が小中学校で３８,０００人に達し、１０年前の約３倍になったことである。第二は、不登校児の自殺

や不登校児を預かっている民間施設での不登校児の体罰死が社会問題化したことである。第三

は、学校に行きたくても行けないという不登校児からの訴えが多いことである。この訴えの背

景として、家庭の問題の他に、いじめや体罰、教師の行き過ぎた指導等が考えられるとしてい

る。とりわけいじめに関しては、人権擁護機関が取り扱ったいじめの事象のうち１０％近くが不

登校状態に陥っていたと述べている�。このことから、同局がいじめによる不登校にも注目し

ていることがうかがえる。

法務省は、以上のような社会状況及び不登校児の置かれている状況から、「不登校問題の解

決をはかるための資料を得ることを目的」� として、学校に行けなくなった原因、不登校児の置

かれている状況、不登校児の意識及びその人権の状況を明らかにするための調査を実施した。

�　法務省の実態調査の概要

調査は、１９８８年１１月１５日～同年１２月３１日に実施され、調査対象は不登校児を受け入れている

施設に通園等する小学校高学年～中学生相当の不登校児であった�。その内容は大きく２つに

分けられる。ひとつは、主目的である不登校児へのアンケート調査である。もうひとつは、こ

れらの不登校児を預かっている施設についての調査である。法務省によると、不登校児を受け

入れている施設についてはこれまで本格的な調査がなく、その数も推測で語られてきたという。

今回の調査で全国の不登校児を預かっている施設の数、及びそこに通園している不登校児数に
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ついて初めて明らかにされることになった。施設の内訳は、フリースクールなどの民間私塾、

公立中学校の夜間学級、公立小中学校の特別の学級、教育研究所／相談所、児童相談所、養護

施設等、病院、となっている�。調査項目の作成と調査結果の集計は、大妻女子大学教授の平

井信義に依頼され、実地調査は法務局職員、人権擁護委員が担当し、全国２０５施設、不登校児

数３,０１９人のうち９６施設、５０９人から回答を得ている。調査票は自由記述を含め全部で１６項目あ

り、漢字はすべてルビうち（以下、引用の際はルビを省略）し、最初に性別と年齢を記入させ

る形式を採っている。

�　「登校拒否」から「不登校」へ

法務省人権擁護局は、今回の調査報告で「登校拒否」と呼ばれてきた児童生徒を「不登校児」

と呼び、その状態を「不登校」の名称に呼び変えている。

この調査では、何らかの心理的、環境的要因によって、登校しないか、登校したくともで

きない状態にある児童生徒を対象とした。このような状態は、一般的には、「登校拒否」

と呼ばれているが、学校に行くことを「拒否」しているわけではなく、「行きたいのに行

けない」あるいは、「行かなければならないと思っているのにいけない」という児童生徒

もいることから、本調査では、「不登校児」と呼ぶことにした�。

法務省は、学校に登校しない子どもの状況が多様であることを示すために「不登校」名称を

用いたのではない。なぜならば、文部省（現文部科学省）は、登校拒否を「児童生徒が登校し

ない、あるいはしたくともできない状態にある」� として幅広く理解することを述べている。多

様であることを示すだけなら変更する必要はない。

従来、「登校拒否」は、子育ての問題による子どものわがままや母子分離不安などの精神的

な病気、学校教育制度に対する反発から学校に行っていない状態だと捉えられがちであった。

しかし法務省は、すでに同省が取り扱ってきた事象から従来の「登校拒否」概念では捉えきれ

ないことに気づいていた。同省は、「登校拒否」の捉え方を大きく転換するためにいわばシン

ボルとして「不登校」名称を用いたのではないか。法務省が「登校拒否」の捉え方を変容させ

たことは、同省の実態調査結果に対する２つの異なる報告書の存在が物語る。
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３．不登校児人権実態調査における２つの報告書とその相違

不登校児人権実態調査については、法務省人権擁護局から調査票の作成と集計を依頼された

平井信義による「不登校児の実態について」と、法務省による「１９８９年報告」の２つの報告書

が、刊行されている�。本章では、まず、調査者の登校拒否の捉え方を概観し、次に２つの報

告書にどのような違いがあるのか、特にその差異が顕著である部分を取り上げて検討する。

�　調査者の「登校拒否」観

法務省から調査の依頼を受けた平井は、日本で登校拒否が著しく問題視され始めた１９５０年代

に小児科医として登校拒否児の治療にあたっていた。当初は、主に「学校恐怖症」と呼ばれて

いたが平井を初めとする研究者が、恐怖症のメカニズムで説明できない事例もあることから、

「学校恐怖症」名称は適当でないと論じたことから「登校拒否」が使われるようになる�。平井

によると、子ども自身が相談室にやってくることはほとんどなく、相談や指導は主に両親に対

して行われ、当初は自らが「平井式強奪療法」と命名するほど強引なやり方で、子どもを無理

やり家庭から隔離し、別の家や施設に預けるという隔離療法を行なったという�。このやり方

は、各地で講演会に呼ばれるほど、一見登校復帰に成果をあげていたが、子どもが家庭にもど

ると再び登校拒否になることから、両親の養育態度を変えなければ立ち直れないと考えるよう

になる。社会が悪いのならもっと多くの登校拒否児が現れ、教師が悪いのならばクラスにもっ

と多くの登校拒否児がいるはずだと考え、「このように考えてくると、どこまでも、その子ど

もの人格およびその人格を育てた両親の問題としてとらえるべきであり、それによってのみ、

解決の道が開かれる」� という結論を導いた。さらに、登校拒否は留学先のヨーロッパではほと

んど注目されていなかったことから、「登校拒否児の近年の増加は、我が国に独特な問題」� で

あり、社会的・文化的背景を考えてみる必要があると考えた。登校拒否とは「ひと言でいえば、

両親は学校に行ってほしいと願っているにもかかわらず、子どもは学校へ行こうとしない状

態」� であり、登校拒否になるのは生活史のなかで、人格形成にゆがみを与えられた結果であ

り、ゆがみの中心は子どもの自主性の発達のおくれであると論じている。そして、ゆがみを直

すためには時間が必要であることから、「決して、無理に学校へ行かせようとしないこと」� を

主張している。

このような「登校拒否」観は、今回の調査結果の分析においても変わらない。平井は、親の

養育態度により「登校拒否」の子どもを「慢性型」と「急性型」に分類し、原因を説明する。
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「慢性型」は、親の過保護や溺愛の養育態度が原因で自発性の発達遅滞がみられるものである。

幼稚園や小学校のころから登校を拒否する状態が認められ、ついに登校拒否になるというので

「慢性型」としている。「急性型」は、親たちの干渉・支配が原因で自発性の発達遅滞がみられ

るものである。小学校時代は素直な良い子であるが、中学・高校生になって突然に「自発性の

発達の圧力」から解放され、登校拒否になるので「急性型」としている。過保護と干渉は併存

している例も多く、この場合は「混合型」と呼んでいる�。

登校拒否は親の養育態度に起因する子どもの自発性の発達遅滞の問題であるという捉え方は、

平井に限らない。例えば、文部省（現文部科学省）は、登校拒否の原因や背景として生徒本人

に「登校拒否を起こしやすい性格傾向」� があり、それには「家庭での養育態度、親の性格、家

族関係などの家庭的要因が大きく影響していることは否定できない」� としている。調査者の登

校拒否観は、文部省にもみられるように当時の登校拒否観を反映するものである。

�　実態調査における２つの報告書の相違

調査の依頼を受けた平井（以下、調査者と表記）の報告書と法務省の「１９８９年報告」は、同

じ調査データに依拠しながら、異なる結果を導いている点で注目される。とりわけ両者の報告

書の相違が顕著に見られるのが以下の部分である。

第一は、学校に登校しない子どもに対する名称が違う点である。調査者はタイトルにこそ

「不登校」を使用しているが、序論から結論に至るまで一貫して「登校拒否」名称を使用して

いる。不登校ではなく登校拒否名称を使用することに対する説明はなく、調査者自身のこれま

での研究に基づき、登校拒否を親の養育態度に起因する子どもの自発性の発達遅滞と捉えた上

で使用している。一方、法務省は調査目的等の説明内で、さまざまな態様の子どもがいること

を考慮し「登校拒否」から「不登校」へ呼び変えることを明示している。この呼び名の違いは、

調査者が従来からの登校拒否観に基づき分析を行い、法務省はこれまでの登校拒否観にとらわ

れない新たな視点で捉えようとしたことの違いを表している。

第二は、「わからない」と回答している不登校児に対するまなざしの違いである。調査者は

「わからない」という回答を「自発性の発達の遅滞」を証明するものとして解釈する。例えば、

学校に対する質問で、「学校に行きたい」との回答が３３.０％あることを好ましい傾向と捉える一

方、これを上回る３８.９％が「わからない」と回答していることについては「意志
� �

決定の弱いこ

とが推定される。登校拒否児には自発性の発達が遅滞しているというわれわれの研究を裏書し
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ているとも言える」（圏点ママ）� と述べている。さらに、今の生活に対する意向や今やりたい

ことに対する問いで「わからない」と回答したものがそれぞれ２６.７％、４９.３％と非常に多いと

いう結果について「自発性が遅滞しており、自己決定ができないことの現れである」�、「いか

に現在を充実させる能力（自己実現）が発達していないかが推定できる。自発性の発達してい

る子どもには、自己課題の発見と選択が可能であり、『わからない』という答えは生じない」� 

との見解を述べている。これに対し、法務省は「不登校児が現在の生活や将来の希望について

自信を失いどうしてよいかも分からず、悩み、苦しんでいることが推察される」� と分析してい

る。調査者は登校拒否の原因は子どもにあると捉え、法務省は原因を追究しているのではなく、

不登校の子どもの現状は悩んでいるとしている。

第三は、原因に関する分析の違いである。原因を尋ねる問い（複数回答可）は、①友達、②

先生・学校、③勉強・学業成績、④給食、⑤家庭の５項目である。調査者は、今回の調査が選

択肢を付した質問紙法なので真実でないことが危惧されるとしながらも、一面をはっきり示し

ているとも捉えている。調査者の原因分析は、「慢性型」と「急性型」の子育ての区分やこれ

による「自発性の発達遅滞」に当てはめることに終始している。例えば「友だちができない」

（１９.８％）、「友だちから仲間はずれにされた」（１９.３％）という回答から、「登校拒否児が友人を

作る能力が遅滞していることを裏書していると言える」� と捉えている。「いじめ」関係を原因

とするのが全体の１／３に及んでいることに対しては、いじめも大きな原因としながら「ただ

し、『いじめ』に会
�

いやすい子どもであることも考慮しなければならない」（圏点ママ）� と述べ

ている。しかし、その根拠はここでは示されていない。そして、調査者は子ども自身を原因の

ひとつに位置づけて分析している。調査票では、原因を尋ねる質問とは別項目で「あなたにつ

いて」の質問がある。この質問の回答を、分析時には原因のひとつの項目に入れている。子ど

もの回答は「疲れた」（３３.２％）、「自信がなくなった」（２６.５％）、「何のために学校へいくのか

わからなくなった」（２５.９％）が多く、「まさに幼い頃から自発性を抑圧されている状態を示し

ていて、子どもの不幸を思わずにはいられない」�、「子どもたちがいかに無気力であるかを物

語っており、乳児期や学童期の好ましくない養育・教育の結果と言える」� と分析している。

一方、法務省は、子ども自身を原因のひとつとして分析することはしていない。原因として、

友人関係をあげたものが多いことなど、集計結果だけを述べるに留まっている。「いじめ」に

ついては、今回の調査で３０.９％が「いじめ」関係を起因としているという結果を述べた上で、

特に男子に多いこと、女子は「仲間はずれ」関係と回答していることが多いことをあげている。
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原因の分析の違いから見えてくるのは、調査者が登校拒否をその原因は親や子どもの内部に

あるという見方を続けているのに対し、法務省は調査結果を報告する形で、いじめに関しての

データを取り上げている。いじめに関するものが、法務省のこれまでの事例を上回る数になり、

これまでの「登校拒否」観のまま捉え続けることは、子どもの人権侵害に値するとの見解をさ

らに強めたといえる。

以上のように、２
　

 つの報告書は同じデータに基づきながら学校に行っていない子どもの捉え

方において大きく相違している。さらに、大きな違いは法務省が、子どもの自由記述回答に焦

点を当てたことにある。

４．着眼点と分析の相違

�　「児童生徒の自由意見」の位置づけ

調査票の最後は「何かあなたの考えがあれば、参考にしたいので、何でも書いて下さい」と

子どもの自由記述回答になっており、２７５人（５４.０％）が回答している。調査者は子どもの回答

を１２種類に分類しているが、個々の記述内容を具体的に掲載することはしていない�。「これら

をいかに解釈したらよいか。子どもの考えとは、親たちの影響を強く受けている子どももいる

だろう。その点を明らかにするためには、子どもに対する十分なカウンセリングが必要となろ

う」� と述べるに留まり、子どもの自由記述をどう解釈したらよいのかわからないと分析を保留

している。

一方、法務省は子どもの意見を貴重な提示と受け止めている。

学校に適応できなくなってしまった子供の心の奥を見せてくれるものであり、ここに不登

校児の人格を尊重した適切な対応や不登校児が安心して成長していける適切な環境を整備

していく上でのヒントが提示されているものと考える�。

法務省は、報告書の最後に「児童生徒の自由意見」として７１人分を採録している。採録され

ているものには、不登校の原因についての記述や学校制度に対する意見・提案、教師に対する

要望、不登校についての捉え方や今回の調査やアンケート自体に対する厳しい指摘もみられる。

「こんなことされたくありません」（１５歳・女子）とだけ書かれた回答があり、これに対して法

務省は「『こんなこと』とは、このアンケートのことであろう」� と注記を入れ、子どもの意見
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を真摯に受け止めようとする姿勢が見られる。

調査者は、自由記述の回答で子どもの意見を１２種類に分類してはいるが、これまで分析して

きたように「慢性型」と「急性型」に分類し原因を説明することはしていない。すなわち、「自

由記述」に回答した子どもたちを、親の養育態度に起因する子どもの自発性の発達遅滞という

枠組みで捉えることはできなかったということである。法務省は、一部分とはいえ子どもの意

見を採録することで、これまでの「登校拒否」の捉え方では子どもたちの実態を言い表すこと

はできないということを示している。

�　法務省人権擁護局が重視した子どもの声

では、法務省が採録し、子どもの人格を尊重した対応や環境整備行う上でヒントになると捉

えた「児童生徒の自由意見」とはどのようなものであったか。まず、「いじめる人をなんとか

してほしい」（１３歳・女子）、「いじめをぜったいに失くしてほしい」（１７歳・男子）等いじめを

解決することや「先生がしっかりしてほしい」（１２歳・女子）と教師のえこひいきや言動、体

罰に対するもの、「勉強がついていけない」（１４歳・男子）ことや校則が細かすぎることなど学

校に対するさまざまな不満があげられている。また、学校復帰に関してはアンケートの別の項

目で、「何とかして学校へ行きたい」と思っている者より「やめたい」「しばらくこのままでい

たい」「わからない」の回答が多く、自由記述でも「学校に行けなくなってもそれはそれでい

いと思う」（１５歳・男子）、「むりやりつれて行かない方がいい」（１７歳・女子）という意見がみ

られるが、「はやく家に帰りたいが、もう少しここにいたい」（１２歳・男子）、このままでいた

いが将来のために「前の学校にもどらなくてはいけない」（１４歳・女子）と学校復帰に対する

葛藤がうかがえる 。「登校拒否児専門の学校をつくってほしかった」（１６歳・女子）、「私立学校

も登校拒否だった子を受け入れてほしい」（１４歳・女子）、「大検の制度をもっと強化してほし

い」（１６歳・男子）など教育制度に対する要望・提案や、「登校きょひ
� � �

は病院で直せるものでは

ない。学校という問題以前にも本人たちがかかえているモノ
� �

を見極めてほしい」（１５歳・女子、

圏点ママ）と治療の対象と捉えるのではなく学校に行っていない子どもに対する理解を求める

意見が見られる�。

さらに注目すべきは、不登校を問題視することの問題性が指摘されていることである。

今の世間一ぱん
� �

では、「学校へ行かないのは悪いこと」みたいなことを言っておられる方
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が多すぎて、子供をますます苦しめているようです。必要なのは、学校へ無理やり行かせ

ることではなく、本当に「分かるまで教えてくれる」「自由に差別しない」で教えてくれ

る人、場所や考えかたが必要ではないかと思います（１４歳・男子、圏点ママ）�。

他にも、「親の責任だとよくいうけど、私の家は違うと思う」（１５歳・女子）、「病院にいきな

さいといわれたときには、とてもくやしかった」（１７歳・女子）など、学校に行かないという

だけで「悪」と捉えられることが当事者の子どもをさらに苦しめるという現実が語られてい

る�。そして子どもたちは、今回のアンケートについて疑問の声もあげている�。

１ページ目の文章のなかで「どうしたら学校に行けるようになるか」という部分ですが、

本当に登校拒否児のことを考えるならば、「学校」というものにこだわらないほうがいい

とおもいます（１５歳・男子）�。

このような調査を考えた人は、本当の苦労とかをしたことがないのではないかと思う。人

間に大切な事は、学校へ行くことより、もっとちがうことだと思う。また、出席日数だけ

で、高校を不合格にすることは最高の差別であり、私にとっては、へん見である。義務教

育中だけ同じ年齢の人間の生き方が半強制的にされるということは、すごくおかしい事だ

と思う。また、この調査も私をばかにしている所があったような気がして、すごく、くや

しい（１４歳・女子）�。

子どもの自由記述には、現状の「登校拒否」認識に対する批判や調査を実施した側にとって

耳の痛い意見も見受けられるが、法務省はこれらを含めて採録している。

５．法務省の「不登校」名称とその意義

�　法務省の選択

調査者は、報告書の最後に今回の調査対象となった登校拒否児は慢性型が多いと結論づけて

いる。調査者は、「自発性の発達遅滞」を登校拒否の特徴としてあげ、その中でも親の干渉・支

配による急性型の登校拒否児に多いと解釈してきた。しかし、今回の調査では子どもたちに急

性型の特徴が見出せなかった�。急性型を予測して作成されたアンケート項目においてその予
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想に反する結果が生じたため、慢性型という区分に当てはめている�。すなわち、「自発性の発

達遅滞」は急性型に多いという仮説は崩れているが、慢性型の方に多いとすることで、登校拒

否の特徴は子どもの「自発性の発達の遅滞」であり、その主な原因は親の子育ての問題にある

とする捉え方は崩さなかったということである。

これに対し法務省は、「この調査の結果により、直ちに個々の不登校児を論ずることはでき

ない」� とし、さらに「ひとつの見方でわりきることが必ずしも問題全体の解決につながるもの

ではない」� と述べ、学校に行っていない子どもの背景や要因、性格や悩み等が一様でないこと

を論じ、従来の「登校拒否」観では捉えきれないことを結論づけた。

そして、同じデータを元にして結論が大きく異なる２つの報告書が誕生することになった。

分析結果が大きく異なる２つの報告書はどのように位置づけられたのか。「１９８９年報告」には、

調査者による集計の詳細とその分析を「別冊」と表現している。これだけを見ていると、調査

者の分析がひとつの重要な捉え方として認知され、また、法務省の分析をより詳しく説明する

ものとして位置づけられているかのようにもみえる。しかし、調査委託をした法務省は、親の

養育態度に起因する子どもの性格傾向の問題とする「登校拒否」の捉え方を承認・継承するこ

とはなかった。このことは２つの報告書をまとめた書籍によって明らかとなる。

�　岐路を示す法務省

見解が異なる２つの報告書の位置づけを知る際に、重要となる刊行物が存在する。そのひと

つが法務省人権擁護局監修、法務省人権擁護局内人権実務研究会編集の『不登校児の実態につ

いて―不登校児人権実態調査結果報告―』である。同書は１９８９年１１月に市販され、Ａ５サ

イズで１７１頁あり、法務省の「１９８９年報告」と調査者の報告書の両方を掲載している。法務省

の報告書の部分は、調査の目的と概要に一部加筆がみられるが、その他の部分については、修

正等は見受けられず８月に出された報告書の最後に採録されていた「児童生徒の自由意見」も

そのまま掲載されている�。調査者の報告書の方も８月に提出されたものをそのまま掲載して

いる。

しかし、２
　

 つの報告書は同列に扱われているのではなく、その位置づけに大きな違いが見ら

れる。書籍のタイトルは調査者の報告書と同名であるが、法務省は調査者の分析結果ではなく、

自らの分析結果の方を今回の調査結果として位置づけている。このことを如実に物語っている

のが冒頭において、調査者による本調査結果の分析を「参考」として掲載していると述べてい
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ることである。

同書の構成は、法務省の報告書の後に「参考」という頁を挟んだ上で調査者の分析結果を掲

載している。調査項目の作成と調査結果の集計を依頼した調査者の分析結果等に依拠せず、「参

考」と位置づけるのは極めて特異なことと言える。これは、すでに見てきたように法務省と調

査者の「学校に登校しない子ども」に対する捉え方が大きく相違しているためである。法務省

は、人権擁護局の分析に沿って捉えることを明示し、新たな認識を示すことでこの現象をどの

ように捉えていくのかを社会に問いかけた。

�　「不登校」名称による報告書の一元化

さらに、見解が異なる２つの報告書の位置づけを示すものとして『ジュリスト』� と『青少年

問題』� に掲載された西田幸示の論文「不登校児人権実態調査について」があげられる。西田は

これらの書籍に法務省人権擁護局人権擁護管理官付補佐官として今回の調査の報告論文を書い

ている。西田の論文は、「１９８９年報告」の内容そのものをまとめたものである。「児童生徒の自

由意見」については、紙幅の関係からか子どもの意見そのものは一編も採録されていない。そ

の代り子どもの意見を１２に分類した調査者の区分が記載されている。 しかし、調査者がこの解

釈を保留したことには触れず、人権を尊重し環境を改善するためのヒントが提示されていたと

いう法務省の分析を、結果として記述している。

西田の論文だけを見ていると、調査を依頼された調査者が中心となり作成と集計を行い分析

しまとめた報告書であるかのようにみえる。すなわち、報告書は１つであるようにみえる。調

査者の報告書のタイトルに、調査者の主張する「登校拒否」ではなく「不登校」が当てはめら

れており、法務省と調査者の不登校に対する捉え方が大きく相違し、結果的に法務省の見解を

結論に採用したという経緯については一切触れられていない。

６．現在に通じる調査報告書

法務省が実態調査を行った１９８０年代は、学校に登校しない子どもを預かる矯正施設での虐待

死や自殺が社会問題化し、「脱学校論」� に代表される近代学校批判が、登校拒否の捉え方に対

し異議申し立てを行う親の会や当事者の運動の理念として広まっていった時代である。また、

国連総会において児童を「権利の主体」と捉える「児童の権利に関する条約（子どもの権利条

約）」が採択され、世界的に子どもの人権を守る動きが高まった時代である。このような社会
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状況において法務省は、「登校拒否」と呼ばれる子どもたちに接近し、直接アンケート調査を

実施する�。この法務省の報告とほぼ同時期に、民間のフリースクールも「登校拒否の子ども

たち自身による登校拒否アンケート」� を実施し、教師側の意見に基づく文部省（当時）の調査

結果との違いを明らかにし、「登校拒否」は怠けではないことを示した�。

これ以降、不登校の子どもに直接問いかける大規模な調査は見受けられない。全国規模で不

登校の実態に接近したといわれる森田の調査は、学級を単位としてすべての子どもを対象に

行ったものであり、部活動や休み時間の過ごし方などを問う質問紙調査により学校への登校回

避感情を明らかにしている�。また、文部科学省が森田に委託して実施した大規模実態調査は、

かつて不登校だった子どもを対象とした追跡調査である�。どちらも不登校現象を読み解くた

めの貴重な調査ではあるが、当事者のリアルタイムの声に迫るものではなかった。

法務省の調査は、施設に通園等をしている不登校児に限られたものではあるが、不登校児を

受け入れている施設の数やそこに通う子どもの数を初めて明らかにし、「自由記述」によって、

子どものリアルタイムの声を聴き出した。それゆえ、この子どもの意見には「登校拒否」と呼

ばれている子どもの実態が浮かび上がってくる。現実を直視し自分たちに課せられる「教育」

や「学校環境」を相対化して考える姿や、校則や教師の指導態度だけでなく登校の自明性につ

いても疑問をもちうるほどに、社会認識を深めている姿がうかがえる。「児童生徒の自由意見」

からは、調査者が子どもの人格形成の基盤として重視している「自発性」を読み取ることがで

きる。当事者のリアルタイムの声からは、親の養育態度に起因する子どもの発達遅滞という言

葉では括れない実態が明らかとなる。「登校拒否」と呼ばれている子どもたちのリアルタイム

の声である「児童生徒の自由意見」は、決して過去のものではない。今も、不登校であること

に悩む子どもの声を代表している。

７．おわりに

法務省は、「登校拒否」と呼ばれている子どもの現状が、多様であることを示すためだけに

「不登校」名称に切り替えたのではない。多様であることはすでに文部省も「登校拒否」の定

義のなかで述べている�。法務省は、自らの分析を実態調査の分析結果とすることで、「登校拒

否」を治療すべき個人の逸脱行動と捉えるのではなく、子どもの人権侵害にかかわる問題とし

て捉えること提言する。法務省は「登校拒否」を大きく捉え直す方向に舵を切りその象徴とし

て「不登校」名称を用いたのである。法務省が「不登校」と呼び変えることで、「登校拒否」
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の名の下で問題視されてきた子どもや親の人権を守る姿勢を示したことの意義は大きいといえ

よう�。

しかしその一方で、「不登校」というゆるやかな名づけによる問題点も指摘される。加藤は、

個人の問題として理解や受容が重視されるようになり、課題を共有し連帯するような求心力を

もたらさなくなったという�。高垣は、「不登校」は学校に行っていない状態だけを示すだけで、

「登校拒否」名称が示すようないかなる理由で何が拒否されているのかを問う意味を持たない

ことを指摘している�。「不登校」名称は、さまざまに解釈されているという問題点がある。法

務省の「１９８９年報告」は、不登校名称を用いることで学校に登校しない子どもを逸脱と捉える

のではなく、人権擁護の視点で捉えることの必要性を提言した。こんにち「不登校」を考える

際に重要な視点である。
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